別記様式第１号
	






年度


林業・木材産業循環成長対策事業
（木材加工流通施設等の整備）事業計画書

　　　　　　　　　事業種目：










市町村名

　　年　　月　　日







	




別記様式第１号の２

１ 事業の目的
	※ 機械・施設等整備の必要性を県が定める目標値への貢献、施設個々に設定する個別指標の目標値の達成の観点等から記載


	



２　個別指標（事業主体ごと）
（単位：原木換算㎥、原木換算㎥/千円、％）
	指　標
	現状値
	目標値
	目標値のうち
県産材利用量
	県産材率

	
	数値
	年度
	数値
	年度
	増加量
	増加率
	
	

	地域材利用量（目標値）
（加工量、流通量、乾燥量、
ＪＡＳ構造用製材量）
※いずれか１つを選択
	
	
	
	
	
	
	
	

	地域材利用量（施設の効率性）
	
	
	
	
	
	
	
	

	選定経営体との木材安定取引
協定等の締結数
	※ 木材の安定供給先の確保に向けた、選定経営体との協定等締結に係る今後の取組について記載


※国実施要領別表４「個別指標のガイドライン」に基づき記載する。

【参考】本県の目標数値
	伸び率
	備　考

	45.8％
	新潟県総合計画における達成目標（成果指標）に基づき設定




３　採択基準「木材製品の製造、加工、流通を行う事業者等との連携」

	連携する事業者
	地域材利用に関する連携した取組内容

	
	

	
	


※行は適宜追加すること。
※連携した地域材利用計画のフロー図（任意様式）を添付すること。




４ 個別の機械・施設等の内容

	メニュー
	事業種目
	実　施
市町村
	事業実施主体
	工種又は
施設区分
	事業費
（千円）
	交付金
（国費）
（千円）
	費用対効果
分 析 結 果
	受益
戸数
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


１ 国実施要領別表１及び２の該当メニュー、事業種目、事業内容、工種又は施設区分①～④（必要に応じて具体名を併せて記載）及び数量を
記載すること。
２ 実施市町村は、施設等整備を予定している市町村名を記載すること。
３ 事業実施主体ごとに計、メニューごとに合計及び全ての計を総計に記載すること。
４ 交付対象物件を担保にし、自己資金の全部又は一部について国の融資制度を受ける場合には、備考欄に「融資該当有」と記載すること。

　※行は適宜加除すること。
５　機械・施設等の導入計画

事業における契約数一覧（事業に係る契約全てについて記載する）
	事業実施
主体
	機械・施設・工種等
	事業費
（千円）
	承認申請時に、メーカー・機種を決定する場合はその理由
	契約方法
	指名競争入札、随意契約の
場合はその理由

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合計事業費
	
	
	
	


※契約方法については、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載する。

[bookmark: _Hlk160020886]別記様式第１号の３

急な需要動向の変化に対応する取組

第１　急な需要動向の変化に中長期的な視点から対応するための取組内容
※　製品保管倉庫や貯木場を整備して、製品や原木のストック機能（アッセンブル機能を含む。）を強化する取組を含む。
	



第２　川下の木材製品流通事業者等との合計形成の状況
	事業実施
主体
	所在
市町村名
	木材製品
生産計画数量
（m3/年）
	木材製品供給先
事業者
	木材製品
供給計画数量
（m3/年）
	主な
供給木材製品
	協定の有無
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


[bookmark: _Hlk160107457]注１　木材製品生産計画数量については、国庫補助事業で整備した加工施設で生産される見込みの木材製品生産量を記載。
　２　必要に応じて県知事が指示した資料等を添付すること。
３　川下事業者と木材製品の安定取引協定を締結する場合には、「協定の有無」の欄に「○」を記入すること。

別記様式第１号の４

森林資源の持続性確保のためのチェックリスト
	項　　目
	チェック欄
	備考欄

	
	(事業実施主体)
	(県)
	

	
	事業実施主体名
	
	
	
	

	(1)
	木材加工流通施設の整備が、事業実施主体のみならず、地域の森林・林業全体の相互利益につながるものであること（事業実施主体がこの点を理解して取り組むことが、県において十分に確認されていること）。
	
	
	
	

	(2)
	木材加工流通施設の整備計画・内容が、地域におけるA、B、C、D材の供給可能量等からみて、製材、合板、集成材、プレカット、木質バイオマス利用施設等がバランス良く配置され、資源価値の最大化、各段階において必要な相互利益が得られるよう配慮がなされた県の姿勢と齟齬がないこと。
	
	
	
	

	(3)
	当該木材加工流通施設の整備により必要となる原木について、その調達が、森林資源の量、成長量、齢級構成、路網の計画（到達可能森林）、再造林率、労働力の確保等の観点からみて、将来にわたって確実であること。
	
	
	
	

	(4)
	再造林の確保のため、県において、次のいずれかを実施していること。
	
	
	
	

	
	
	① 再造林の推進に関し、特定植栽促進区域の指定の促進、森林所有者、素材生産事業体、造林事業体等又は市町村への働きかけの文書等明確な形での実施等を行っていること。（※）
	
	
	
	

	
	
	② 県単独事業による再造林支援（森林環境譲与税によるものを含む）（※）
	
	
	
	

	
	
	③ 再造林基金の設立や基金への拠出（※）
	
	
	
	


注１　チェック欄には、該当する項目を満たしていることを確認し「○」を、該当なしの場合は「－」を記入すること。
　２　（※）：　具体的な取組内容を備考欄に記載すること。（別様可）　

別記様式第１号の５

ＪＡＳ構造用製材の供給力強化の取組

第１　ＪＡＳ構造用製材の供給力強化に向けた課題と取組
	



第２　ＪＡＳ構造用製材の供給力強化への対応に資する木材加工流通施設の概要
	事業実施主体
	所在市町村
	施設区分
	現状値
	計画値
	ＪＡＳ構造用製材
格付率の増加率
	ＪＡＳ構造用製材
格付量の増加量

	
	
	
	構造用製材の
取扱量
	左記のうちＪＡＳ構造用製材格付量
	ＪＡＳ構造用製材
格付率
	年度
	構造用製材の取扱量
	左記のうちＪＡＳ構造用製材格付量
	ＪＡＳ構造用製材
格付率
	年度
	
	

	
	
	
	
	計
	うち
ＪＡＳ構造用製材の目視等級区分
	うち
ＪＡＳ構造用製材の機械等級区分
	
	
	
	計
	うち
ＪＡＳ構造用製材の目視等級区分
	うち
ＪＡＳ構造用製材の機械等級区分
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　構造用製材は柱、横架材（梁及び桁）及び土台に限るものとする。（集成材、枠組壁工法構造用製材及び枠組壁工法構造用たて継ぎ材、合板等は含まない。）
※　ＪＡＳ構造用製材は「製材の日本農林規格」に基づき格付された構造用製材とする。（集成材、枠組壁工法構造用製材及び枠組壁工法構造用たて継ぎ材、合板等は含まない。）
※　施設区分は製材工場又はプレカット工場、その他から選択するものとする。
※　構造用製材の取扱量欄及びＪＡＳ構造用製材格付量欄の数値は製材工場においては出荷量、プレカット工場等においては入荷量とする。
※　現状値は、調査年度前々年度までの直近過去３か年の平均値とする。ただし、実績が３か年に足りない場合は単年度でも可とする。
※　計画年度は整備完了の翌年から５年後を目途に設定する。
※　計画年度までにＪＡＳ構造用製材の格付率又は、出荷量若しくは入荷量を増加する取組とする。


別記様式第１号の６
木材製品の供給力強化に向けた工場間連携又は工場再編の取組
第１　木材製品の供給力強化に向けた工場間連携又は工場再編の具体的内容
	


第２　工場間連携の計画
	事業実施主体
	所在市町村
	連携方法
	出荷商品
※連携先から半製品を入荷する場合は、入荷品についても記載
	現状値
	計画値
	連携製品の
増加量
	備考

	
	
	
	
	工場全体の製品出荷量
	うち
連携分
	工場全体の
製品出荷量
	うち
連携分
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　施設区分については、半製品の出荷又は半製品の入荷を選択する。
※　現状値は、調査年度前々年度までの直近過去３か年の平均値とする。ただし、実績が３か年に足りない場合は単年度でも可とする。計画年度は整備完了の翌年から５年後を目途に設定する。
※　計画年度までに連携製品量を増加する取組とする。

第３　工場再編の計画
	事業実施主体
	再編前の事業者
	所在市町村
	施設区分
	主な生産木材製品
	現状値
	計画値
	工場再編後の木材利用量の増加量
	備考

	
	
	
	
	
	木材利用量
	年度
	木材利用量
	年度
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※計画年度までに木材利用量を増加する取組とする。


事業実施主体の消費税等納税対応状況確認表


	事業実施主体
	確　認
該当する
欄に○
	交付金
	消費税報告

	課税業者
	市町村等、簡易課税業者、免税業者以外の事業者
	
	税抜
	不要

	市町村等
	地方公共団体又は消費税法第60条第４項に該当する人格のない社団等が事業実施主体であるもの
	
	税込
	不要

	簡易課税業者
	消費税法第37条第１項の規定に基づく届出書を提出した事業者
	
	税込
	※

	免税業者
	消費税法第９条第１項の規定に該当する事業者
	
	税込
	※



※　実績報告後、消費税の申告により仕入税額控除の対象となる消費税相当額が明らかになる場合には、県交付金交付要綱に定める報告が必要。





添付資料

１　概要書
　  ①　事業実施主体の位置図
②　現状と課題
③　事業導入の経緯及び動機
④　事業実施主体の概要（会社概要、これまでの実績、組織体制、雇用計画等）
⑤　ＪＡＳ等認定取得状況
⑥　木材製造高度化計画認定取得状況（公共建築物に部材提供を予定する事業実施主体）
⑦　事業内容
⑧　事業計画概要図（工場位置図、機械施設配置図）
⑨　建物面積計算書（平面図、断面図、構造図等）
⑩　事業実施スケジュール（年間工程表）
⑪　既存施設・機械一覧、補助事業実績一覧
⑫　既存施設と導入する施設の関係
⑬　事業導入後の方向性
⑭　事業関係者との調整内容、意見

２　事業実施の基本方針（地域材の利用計画）
　　①　原材料の調達計画
（調達ルート図、仕入計画）
②　木材安定取引協定等の写し（原則概ね５年）
　　③　生産計画（製品生産計画等）
　　④　販売実績及び計画
（販売先、製材品の販売先別数量・割合、ＪＡＳ製品格付率）
　　⑤　導入施設の能力、規模、（機種）の決定根拠
（生産計画と導入施設能力の妥当性、メーカーカタログ、参考見積書、設計書等）
　　⑥　作業フロー図比較表（現状と計画）

３　その他資料
　　①　決算報告書（直近３期分）
　　②　定款
③　法人登記簿謄本
④　経営診断結果（事業費概ね5000万円以上）
⑤　「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：【木材産業】）（【事業者向け】又は【事業者団体向け】）チェックシート」
⑥　「みどりチェック」チェックシート（林業事業者等向け）又は「みどりチェック」チェックシート（その他民間事業者・自治体等向け）
⑦　労働安全コンサルタント等の専門家の診断書
〔事業実施計画書提出時に未実施の場合は、事業実施翌年度までに実施し提出〕
　　⑧　収支計画：損益計算書及び貸借対照表（10年間程度）
　　⑨　資金調達計画
　　⑩　償還計画（融資を受ける場合）
　　⑪　計画地の現況写真（計画地を明示）
　　⑫　計画地地番の公図
　　⑬　計画地地番の土地登記簿謄本
⑭　固定資産管理規程
⑮　事業導入を決定した臨時総会、役員会等の議事録
⑯　各指標の算出根拠
⑰　費用対効果分析結果報告書
⑱　その他

別記様式第２号

林業・木材産業循環成長対策事業（木材加工流通施設等の整備）工事着手報告書
　　　　　　　　　　メニュー：
　　　　　　　　　　事業種目：

第　　　　　号
　　年　　月　　日

新潟県知事　様

 市町村長　　　　 


　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付金交付決定のあった      　　年度
林業・木材産業循環成長対策事業（木材加工流通施設等の整備）の下記事業に着手したので報告します。

記

	事業実施主体
	

	施工箇所
	


	着手年月日
	


	完了予定年月日
	


	






	施工方法
	直営、請負の別

	
	
契約者氏名
（会社名等）

	住所
商号
代表者氏名

	
	契約金額
	

	
	工事内容
	

	
 摘　　要


	
 設計書番号

 認定事業費　　　　　　　　　　円

	
	


（添付書類）　請負契約書写し、入札経過書、着手届の写し、工程表の写し


別記様式第３号

林業・木材産業循環成長対策事業（木材加工流通施設等の整備）工事完了報告書
　　　　　　　　　　メニュー：
　　　　　　　　　　事業種目：
第　　　　　号
　　年　　月　　日

 新潟県知事　様

市町村長　　　　 


　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付金交付決定のあった　　　　　年度
林業・木材産業循環成長対策事業（木材加工流通施設等の整備）について、下記事業が完了したので報告します。

記

	事業実施主体
	

	施工箇所
	


	着手年月日
	


	完了予定年月日
	


	






	施工方法
	直営、請負の別

	
	
契約者氏名
（会社名等）

	住所
商号
代表者氏名

	
	契約金額
	

	
	工事内容
	

	
 摘　　要


	
 設計書番号

 認定事業費　　　　　　　　　　円

	
	


（添付書類）
　　出来高設計書
　　工事施工前写真
　　工事完了写真
　　検査調書（市町村工事の場合は工事引取検査調書の写し）
　　「みどりチェック」チェックシート（林業事業者等向け）又は「みどりチェック」チェ　　
ックシート（その他民間事業者・自治体等向け）
